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つながりひろがる地域づくり事業補助金交付要綱

（趣旨）
第１条　支え合う地域社会を目指し、市民活動団体が行う自主的で主体的な地域に根ざした市民活動事

業に対して、予算の範囲内でつながりひろがる地域づくり事業補助金（以下「補助金」という。）
を交付することについて、安曇野市補助金等交付規則（平成 17年安曇野市規則第 41号）に定
めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（定義）
第２条　この要綱において、各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１）　市民活動　市民が自発的かつ自主的に行う活動であって、公益性があり不特定多数の人
の利益に寄与することを目的とする非営利社会貢献活動をいう。ただし、政治活動及び
宗教活動は、除く。

（２）　地域型組織　一定の地域の中で、コミュニティの形成を目的とした市民活動に取り組む
組織をいう。

（３）　目的型組織　ＮＰＯ、ボランティア団体その他の市民活動を目的として設立された組織
をいう。

（４）　市民活動団体　市内に活動の拠点を置く地域型組織又は目的型組織をいう。

（対象事業）
第３条　補助金の対象事業は、協働の啓発を伴い、次の各号のいずれにも該当する地域の絆を強める事

業とする。
（１）　市民活動がモデル的であり、発展性及び継続性があること。
（２）　新たな地域の世代間等市民交流機会の創出が図れること。
（３）　国、県及び市からの助成を受けていないこと。
（４）　宗教又は政治関連事業でないこと。
（５）　特定の企業、団体及び個人の利益を追求する事業でないこと。

（対象団体）
第４条　補助の対象となる団体は、当該団体の区分に応じ、次の表に掲げる要件を満たす市民活動団体

とする。

区　分 要　件

地域型組織

次のいずれかに該当すること。
ア　安曇野市区長会を構成する区（以下「区」という。）であること。
イ　地区公民館、地区社会福祉協議会その他の区に関係する地縁を基礎と
　　する組織であること。
ウ　ア及びイ以外で、地縁による結び付きがあると認められる範囲内に
　　居住する市民が 10人以上構成員となっている組織であること。

目的型組織
次のいずれにも該当すること。
ア　市民が５人以上構成員となっていること。
イ　団体の設立目的、組織、代表者等に関する定めがあること。
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（交付対象経費）
第５条　補助金の交付対象経費（以下「対象経費」という。）は、対象事業の実施に要する次の各号に掲

げる経費とする。ただし、事業収入等がある場合は、経費から事業収入等の額を控除して得た
額を対象経費とする。
（１）　事務消耗品費
（２）　役務費
（３）　謝礼
（４）　原材料費
（５）　印刷製本費
（６）　借上料
（７）　備品購入費（事業実施に必要と認められるもの）

（補助金の交付額）
第６条　補助金の交付額は、対象経費の２分の１以内とし、20万円を限度とする。

（補助金の交付申請）
第７条　補助金の交付を受けようとする市民活動団体は、市長が別に定める申請期限までにつながりひ

ろがる地域づくり事業補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。

（補助金の交付決定）
第８条　補助事業の採択の可否を決定するため、選考委員会を設置し、委員長は市民生活部長を、委員

は各支所地域課長、政策経営課長、財政課長及び地域づくり課長をもって充てる。
２　選考委員会は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否
及び額を決定するものとする。

３　市長は、前項の決定に基づきつながりひろがる地域づくり事業補助金交付決定通知書（様式第
２号）又はつながりひろがる地域づくり事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）により申
請者に通知するものとする。

（交付の条件）
第９条　次に掲げる事項は、補助金の交付の条件とする。

（１）　事業の内容について、次に掲げる変更をしようとするときは、速やかに市長に申請し承
認を得ること。

　　　ア　事業の実施箇所の変更等主要な内容の変更
　　　イ　交付対象経費の変更
（２）　事業を中止し、又は廃止しようとするときは、市長に申請し承認を得ること。
（３）　事業終了後、補助事業成果発表会において公表すること。
（４）　事業に係る帳簿又は証拠書類は、事業の終了の日の属する年度の翌年度から起算して５

年間整理保存すること。

（申請事項の変更）
第10条　市民活動団体は、前条第１号及び第２号に規定する変更が生じた場合は、速やかにつながりひ

ろがる地域づくり事業補助金変更（中止・廃止）等承認申請書（様式第４号）を市長に提出
し、承認を得なければならない。
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２　市長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、つながりひろがる地域づくり事業補
助金変更（中止・廃止）等承認通知書（様式第５号）又はつながりひろがる地域づくり事業補
助金変更（中止・廃止）等不承認通知書（様式第６号）により申請者に通知するものとする。

（実績報告書）
第11条　補助金の交付決定を受けた市民活動団体は、補助対象事業が終了したときは、つながりひろが

る地域づくり事業補助金実績報告書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。
２　前項の実績報告書は、事業終了の日から 30日以内又は補助金の交付決定のあった日の属する年
度の３月 31日のいずれか早い日までに提出しなければならない。

（補助金額の確定）
第12条　市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、速やかに当該報告書の審査を行い、交付す

べき補助金額を確定し、つながりひろがる地域づくり事業補助金交付確定通知書（様式第８
号）により市民活動団体に通知するものとする。

（補助金の交付）
第13条　市長は、前条の規定により補助金額を確定した後において、補助金を市民活動団体に交付する

ものとする。ただし、補助事業の執行上、補助金の交付決定後補助事業の実施前に必要と認め
る場合は、交付決定額の10分の８以内の額を概算払いで交付することができる。

２　市民活動団体は、補助金の交付を受けようとするときは、つながりひろがる地域づくり事業補
助金交付（概算払い）請求書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。

（補助金交付の取り消し）
第14条　市長は、市民活動団体が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の全部又は一部

を取り消すことができる。
（１）　この要綱及び補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。
（２）　対象事業を実施しなかったとき。
（３）　申請の内容と事実が著しく異なったとき。
（４）　その他市長が補助金の交付が適当でないと認めたとき。

（補助金の返還）
第15条　市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取り消しに係る部分に関し、既

に補助金が交付されているときは、当該市民活動団体に対し返還を命ずるものとする。
２　補助団体は、対象事業の実施後において、既に交付を受けた補助金に残額があるときは、当該
残額を市長に返還しなければならない。

附　則
この告示は、平成 19年４月１日から施行する。 
附　則（平成 20年 3月 28日告示第 60号）
この告示は、平成 20年４月１日から施行する。 
附　則（平成 24年 3月 21日告示第 57号）
この告示は、平成 24年４月１日から施行する。
附　則（平成 25年 3月 15日告示第 48号）
この告示は、平成 25年４月１日から施行する。 
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安曇野市協働のまちづくり推進基本方針及び
協働のまちづくり推進行動計画策定・評価委員会設置要綱

（趣旨）
第１条　市民と行政の協働によるまちづくりの実現を目指し、協働のまちづくり推進基本方針及び協働

のまちづくり推進行動計画（以下「計画」という。）の策定に関する事項の検討並びに計画の効
果的推進並びに点検・評価を行うため、安曇野市協働のまちづくり推進基本方針及び協働のま
ちづくり推進行動計画策定・評価委員会（以下「委員会」という。）を設置し、その運営に関し
必要な事項を定めるものとする。

（所掌事務）
第２条　委員会の所掌事務は、次に掲げるとおりとする。

（１）　計画の策定に関すること。
（２）　計画の推進に関すること。
（３）　計画の進捗状況の点検・評価に関すること。
（４）　その他市長が必要と認める事項に関すること。

（組織）
第３条　委員会は、委員 15人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

（１）　公募により選考された市民
（２）　識見を有する者
（３）　つながりひろがる地域づくり事業補助金交付要綱（平成 19年安曇野市告示第 65号）第

２条第４号に規定する市民活動団体の代表者
（４）　自治会の代表者
（５）　その他市長が必要と認める者

（任期）
第４条　委員の任期は、２年とし、再任は妨げないものとする。
２　欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（役員）
第５条　委員会に会長及び副会長を置き、委員が互選する。
２　会長は、委員会を代表し、会務を総理する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）
第６条　委員会の会議は、会長がこれを招集し、議長となる。
２　委員会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。
３　委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の場合は、議長がこれを決する。
４　会長が必要と認める場合は、委員会に委員以外の者の出席を求めることができる。
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（ワーキンググループ）
第７条　会長が特に必要と認めるときは、委員会にワーキンググループを置くことができる。
２　会長が必要と認める場合は、ワーキンググループに委員以外の者の出席を求めることができる。

（庶務）
第８条　委員会の庶務は、市民生活部地域づくり課が処理する。

（その他）
第９条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に諮って別に

定める。

附　則
この告示は、平成 25年４月１日から施行する。 
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年　月　日 事　項 備　考

平成25年 5月 31日

「安曇野市協働のまちづくり推進基本方
針及び協働のまちづくり推進行動計画策
定・評価委員会」委嘱式

委員委嘱

第1回「安曇野市協働のまちづくり推進
基本方針及び協働のまちづくり推進行動
計画策定・評価委員会」

委員会の役割／会長・副会長選任
／基本方針及び行動計画の視点／
基本方針及び行動計画の構成／
ワーキンググループの設置

平成25年 6月 28日
第 2回「安曇野市協働のまちづくり推進
基本方針及び協働のまちづくり推進行動
計画策定・評価委員会」

基本方針（案）／行動計画（案）

平成25年 7月 26日 先進地視察研修 飯田市／木曽町

平成25年 8月 9日
第 3回「安曇野市協働のまちづくり推進
基本方針及び協働のまちづくり推進行動
計画策定・評価委員会」

基本方針（案）／行動計画（案）

平成25年 8月 23日
第 4回「安曇野市協働のまちづくり推進
基本方針及び協働のまちづくり推進行動
計画策定・評価委員会」

基本方針（案）／行動計画（案）

平成25年 9月 6日
第 5回「安曇野市協働のまちづくり推進
基本方針及び協働のまちづくり推進行動
計画策定・評価委員会」

基本方針（案）／行動計画（案）

平成25年 10月 4日
第 6回「安曇野市協働のまちづくり推進
基本方針及び協働のまちづくり推進行動
計画策定・評価委員会」

基本方針（案）／行動計画（案）
／キャッチフレーズ

平成25年 10月17日
「安曇野市協働のまちづくり推進基本方
針及び協働のまちづくり推進行動計画策
定・評価委員会」小委員会

前文／キャッチフレーズ

平成25年 11月1日
第 7回「安曇野市協働のまちづくり推進
基本方針及び協働のまちづくり推進行動
計画策定・評価委員会」

基本方針（案）／行動計画（案）
／キャッチフレーズ／前文

平成25年 11月 29日
第 8回「安曇野市協働のまちづくり推進
基本方針及び協働のまちづくり推進行動
計画策定・評価委員会」

基本方針（案）／行動計画（案）
／前文

平成25年 12月 27日
第 9回「安曇野市協働のまちづくり推進
基本方針及び協働のまちづくり推進行動
計画策定・評価委員会」

基本方針（案）／行動計画（案）
／前文

平成26年 1月10日
第 10回「安曇野市協働のまちづくり推
進基本方針及び協働のまちづくり推進行
動計画策定・評価委員会」

基本方針（案）／行動計画（案）
／前文

平成26年 2月14日
第 11回「安曇野市協働のまちづくり推
進基本方針及び協働のまちづくり推進行
動計画策定・評価委員会」

基本方針（案）／行動計画（案）
／概要版

平成26年 3月 5日
第 12回「安曇野市協働のまちづくり推
進基本方針及び協働のまちづくり推進行
動計画策定・評価委員会」

概要版

策定の経過
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【敬称略】

区　分 役　職 氏　　名 所属等

自治会の
代表者

市　川　直　哉 市区長会代表

大　石　昭　明 市区長会代表

識見を
有する者

副会長 栗　田　　　晶 信州大学経済学部准教授

福　島　明　美 松本大学地域づくり考房
『ゆめ』専任講師

会　長 内　川　勝　治 前市区長会長

高　井　康　子 社会福祉協議会

宗　像　　　章 わの会会長

市民活動団体の
代表者

太　田　雅　之 市民活動団体代表

青　柳　多美子 市民活動団体代表

小　河　深　美 市民活動団体代表

竹　澤　とき子 市民活動団体代表

飯　沼　博　則 市民活動団体代表

公募委員

遠　藤　宏　一

上　野　　　昇

布　施　　　稔

安曇野市協働のまちづくり推進基本方針及び
協働のまちづくり推進行動計画策定・評価委員会委員名簿
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年　月　日 事　項 備　考

平成25年 6月 30日 第1回ワーキンググループ
協働のまちづくり推進基本方針及び協働の
まちづくり推進行動計画策定・評価委員会
／ワーキンググループ／協働の課題の確認

平成25年 7月13日 第 2回ワーキンググループ 協働の課題の確認／課題に対する解決策／
解決の実現のための具体的方法

平成25年 8月10日 第 3回ワーキンググループ 課題に対する解決策／解決の実現のための
具体的方法／解決時期等

平成25年 8月 24日 第 4回ワーキンググループ 課題に対する解決策／解決の実現のための
具体的方法／解決時期等

平成25年 9月 7日 第 5回ワーキンググループ 解決の実現のための具体的方法／
解決時期等／具体的企画

平成25年 10月 5日 第 6回ワーキンググループ 解決の実現のための具体的方法／
解決時期等／具体的企画

平成25年 11月 9日 第 7回ワーキンググループ 解決の実現のための具体的方法／
解決時期等／実践に向けた企画

平成25年 12月 7日 第 8回ワーキンググループ 解決の実現のための具体的方法／
解決時期等／実践に向けた企画

平成26年 1月18日 第 9回ワーキンググループ 実践に向けた企画

平成26年 2月 8日 第10回ワーキンググループ 実践に向けた企画

平成26年 3月 8日 第11回ワーキンググループ 実践に向けた企画

ワーキンググループの経過


